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平成２５年度栃木市一般会計及び特別会計決算 
並びに基金運用状況審査意見書について 

 

 

   地方自治法第２３３条第２項及び２４１条第５項の規定により審査に付され

た平成２５年度栃木市一般会計及び特別会計決算並びに基金運用状況を審査しま

したので、その結果について、次のとおり意見書を提出いたします。 
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平成２５年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況の審査意見 
 

 

平成２５年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出並びに基金運用状況の審

査の概要は、次のとおりである。 

 

１ 審査の対象 

平成２５年度 一般会計歳入歳出決算 

平成２５年度 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

平成２５年度 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳出決算 

平成２５年度 下水道特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 農業集落排水特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 ＪＲ大平下駅前土地区画整理特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 医療福祉モール特別会計歳入歳出決算 

平成２５年度 中根産業団地特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

平成２６年７月８日から平成２６年８月１８日 

 

３ 審査の方法 

予算執行の適正さ、業務の効果・効率性、さらに市長マニュフェストの実

現に対する有効性も踏まえ、下記により審査を行った。 

(1) 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、関係諸帳簿の照合、点検。 

(2) 関係職員の意見聴取を踏まえた予算執行の適否に関する審査。 

(3) 財産に関する調書については、調書、関係帳簿等の照査、正確性の審査。 

(4) 基金の運用状況に関する調書については、関係諸帳簿・証ひょう書類の

照査、内容及び運用状況の審査。 

 

４ 審査の結果 

(1) 関係書類はいずれも法令の規定に準拠して作成されており、計数におい

ても正確であると認められた。 

(2) 会計帳簿及び証ひょう書類等を照査したところ、計数は正確で、内容は
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妥当なものと認められた。 

(3) 予算の執行状況及び事務処理は、概ね適正であると認められた。また、

財産に関する調書は、年度末現在高を明確に表示し、計数はいずれも正確

であると認められた。 

(4) 基金の運用状況は、基金出納簿及び関係証ひょう書類と符合し、それぞ

れの設置目的に従い、効率的に運用されているものと認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見書中の注意事項 

・比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・０．１未満の数値は、「０．０」と表示した。 

・数値がない場合は「－」と表示した。 
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総 括 意 見 

 

平成２５年度 新「栃木市」は、２回の合併後一年半が経過し、市政推進の指

針となる栃木市総合計画のもと、様々な事業の具現化に向けて動き出した。各地

域の特性を生かしたまちづくりや、総合計画に掲げた諸施策の実現に向けた取組

みが始まり、新市一体の醸成に取組んでいると評価できるところである。 

平成２５年度の決算状況を見ると、一般会計と特別会計を合わせた総額は、

歳入９３９億２２３５万 ８６９円、歳出８９２億６２８７万４３６５円であり、

歳入歳出差引額は４６億５９４７万６５０４円、翌年度へ繰り越すべき財源 

３億５５２２万５０６３円を差し引いた実質収支額は４３億 ４２５万１４４１

円となった。 

一般会計決算は、歳入は６．５％、歳出は５．４％それぞれ増加しており、

歳入において増加した主なものは、市債、繰入金、市税、国庫支出金、減額とな

った主なものは、県支出金、寄附金、使用料及び手数料であった。 

短期的な景気回復は期待できるものの、今後の見通しは依然不透明であった

ため、収入未済額は２１億２０１５万９１１８円、不納欠損額については、市税

や使用料及び手数料など一般会計全体で１億７２７３万５７９８円となっており、

昨年より減少しているものの多額の未収額となっている。 

特別会計決算は、歳入は０．５％、歳出は０．８％それぞれ増加しており、

歳入において増加した主なものは、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計

（保険事業勘定）の国庫支出金や交付金、下水道特別会計の市債、介護保険料な

どで、歳出において増加した主なものは、国民健康保険特別会計、介護保険特別

会計（保険事業勘定）の保険給付費や下水道特別会計の流域下水道費などである。 

特別会計においても、一般会計と同様に、国民健康保険税、介護保険料、下
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水道使用料、下水道受益者負担金等で収入未済額が目立ち、特別会計全体におけ

る収入未済額は１７億９５７３万２０９５円に上っている。 

また、不納欠損額は、特別会計全体で２億１８０９万５１４３円となってお

り、昨年と比較すると、一般会計と併せて８２８４万５５８６円減少したが、今

後においても、債権管理条例及び債権管理プランに基づいた徴収体制のさらなる

強化を図り、市全体で効果的な徴収に努めていただきたい。 

平成２５年度決算においては、財政力指数、経常収支比率、実質公債費比率

すべてにおいて改善されている。しかしながら、財政の硬直化を示す経常収支比

率をみると決して楽観視できる財政状況にはなく、行政の合理化・スリム化など

合併による効果が見えるまでにまだ時間を要すると想定されること、また、交付

税等の減額措置による歳入減少が想定されることから、今後も財政自立計画に基

づいた健全な財政基盤の確立に取り組むことを期待したい。 

現在の国の経済情勢は回復傾向にあるとはいえ、消費税の税率変更により不

透明な状況となっている。本市においても財政運営に多大な影響を与える多くの

課題が山積しており、また、今年４月の岩舟町との合併により市域がさらに拡大

したことから、限られた財源をより効率的・効果的に活用するとともに、総合計

画の諸施策を積極的に推進し、市民福祉の向上に寄与されるよう望むものである。 
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(1) 決算の概要 

ア 決算規模 

   一 般 会 計 603 億 1359 万 7955 円 

歳 入 939 億 2235 万 869 円   

  特 別 会 計 336 億 875 万 2914 円 

 

   一 般 会 計 562 億 9061 万 2555 円 

歳 出 892 億 6287 万 4365 円   

  特 別 会 計 329 億 7226 万 1810 円 

 

歳入歳出差引額（形式収支額）   46 億 5947 万 6504 円 

 

《歳入歳出決算状況》    

（単位：円） 

会 計 名 予 算 額 
決 算 額 

歳 入 歳 出 差 引 額 

一 般 会 計 60,414,206,231 60,313,597,955 56,290,612,555 4,022,985,400 

特 別 会 計 34,125,789,500 33,608,752,914 32,972,261,810 636,491,104 

 国 民 健 康 保 険 17,136,856,000 16,651,967,883 16,507,849,087 144,118,796 

後 期 高 齢 者 医 療 1,455,160,000 1,452,580,777 1,437,731,368 14,848,909 

介 護 保 険 （ 保 険 ） 10,942,717,000 10,960,212,555 10,625,248,758 334,963,797 

介 護 保 険 （ 介 護 ） 41,931,000 40,734,625 40,337,653 396,972 

下 水 道 4,102,608,500 4,054,416,371 3,929,247,953 125,168,418 

農 業 集 落 排 水 342,760,000 344,688,899 328,433,980 16,254,919 

ＪＲ大平下駅前区画整理 41,000,000 41,165,496 40,683,819 481,677 

医 療 福 祉 モ ー ル 5,340,000 5,569,808 5,312,192 257,616 

中 根 産 業 団 地 57,417,000 57,416,500 57,416,500 0 

合 計 94,539,995,731 93,922,350,869 89,262,874,365 4,659,476,504 
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一般会計・特別会計別決算構成図 

 

 

 

 

 

一般会計, 
60,313,597,955 , 

64% 

国民健康保険, 
16,651,967,883 , 

18% 

後期高齢者医療, 
1,452,580,777 , 

2% 

介護保険（保険）, 
10,960,212,555 , 

12% 

下水道, 
4,054,416,371 , 

4% 

《歳入》 

一般会計 
国民健康保険 
後期高齢者医療 
介護保険（保険） 
介護保険（介護） 
下水道 
農業集落排水 
ＪＲ大平下駅前区画整理 
医療福祉モール 
中根産業団地 

一般会計, 
56,290,612,555 , 

63% 

国民健康保険, 
16,507,849,087 , 

19% 

後期高齢者医療, 
1,437,731,368 , 

2% 

介護保険（保険）, 
10,625,248,758 , 

12% 

下水道, 
3,929,247,953 , 

4% 

《歳出》 

一般会計 
国民健康保険 
後期高齢者医療 
介護保険（保険） 
介護保険（介護） 
下水道 
農業集落排水 
ＪＲ大平下駅前区画整理 
医療福祉モール 
中根産業団地 
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イ 決算収支 

（単位：円） 

区分 一般会計 特別会計 合計 

①歳入決算額 60,313,597,955 33,608,752,914 93,922,350,869 

②歳出決算額 56,290,612,555 32,972,261,810 89,262,874,365 

③形式収支額 ①－② 4,022,985,400 636,491,104 4,659,476,504 

④翌年度へ繰り越すべき財源 335,270,863 19,954,200 355,225,063 

⑤実質収支額 ③－④ 3,687,714,537 616,536,904 4,304,251,441 

⑥前年度実質収支額 3,101,401,455 725,073,766 3,826,475,221 

⑦単年度収支額 ⑤－⑥ 586,313,082 △108,536,862 477,776,220 

⑧財政調整基金積立金 1,543,455,926 310,108 1,543,766,034 

⑨繰上償還金 0 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 670,327,000 327,079,000 997,406,000 

⑪実質単年度収支額 ⑦+⑧+⑨-⑩ 1,459,442,008 △435,305,754 1,024,136,254 

 

  歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は４６億５９４７万６５０４

円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源３億５５２２万５０６３円を

差し引いた実質収支額は４３億４２５万１４４１円の黒字となっている。 

  平成２５年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支

額は、４億７７７７万６２２０円の黒字となっている。 

  これに財政調整基金への積立金や取崩し額等を加除した実質単年度収支額は、

１０億２４１３万６２５４円の黒字となった。 
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  各会計間の繰入れ繰出しによる重複額を控除した純計決算規模は、次のとお

りである。歳入総額は８８８億８６６１万７２５３円、歳出総額は８４２億

２７１４万７４９円となっている。 

 

《歳 入》 

（単位：円、％） 

年度 

項目 
２５年度 ２４年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

60,313,597,955 

33,608,752,914 

93,922,350,869 

56,643,156,985 

33,437,725,278 

90,080,882,263 

3,670,440,970 

171,027,636 

3,841,468,606 

6.5 

0.5 

4.3 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

102,122,690 

4,933,610,926 

5,035,733,616 

248,494,201 

5,001,175,365 

5,249,669,566 

△146,371,511 

△67,564,439 

△213,935,950 

△58.9 

△1.4 

△4.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

60,211,475,265 

28,675,141,988 

88,886,617,253 

56,394,662,784 

28,436,549,913 

84,831,212,697 

3,816,812,481 

238,592,075 

4,055,404,556 

6.8 

0.8 

4.8 

 

《歳 出》 

（単位：円、％） 

年度 

項目 
２５年度 ２４年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

56,290,612,555 

32,972,261,810 

89,262,874,365 

53,426,146,799 

32,696,315,012 

86,122,461,811 

2,864,465,756 

275,946,798 

3,140,412,554 

5.4 

0.8 

3.7 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

4,933,610,926 

102,122,690 

5,035,733,616 

5,001,175,365 

248,494,201 

5,249,669,566 

△67,564,439 

△146,371,511 

△213,935,950 

△1.4 

△58.9 

△4.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

51,357,001,629 

32,870,139,120 

84,227,140,749 

48,424,971,434 

32,447,820,811 

80,872,792,245 

2,932,030,195 

422,318,309 

3,354,348,504 

6.1 

1.3 

4.1 
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ウ 予算の執行状況 

   歳入決算額は９３９億２２３５万８６９円であり、総予算額９４５億 

３９９９万５７３１円に対して ９９．３％の収入率、調定額９８２億 

２９０７万３０２３円に対して９５．６％の収入率となっている。 

収入未済額は３９億１５８９万１２１３円であり、主なものは 一般会計 

２１億２０１５万９１１８円、国保特別会計１７億３２９万９９５６円、

介護保険特別会計（保険事業勘定）４４７２万３１６０円、下水道特別会

計３４９６万９８１６円である。 

一方、歳出決算額は８９２億６２８７万４３６５円であり、総予算額に

対し９４．４％の執行率となっている。 

不用額は３７億２６２５万８３０３円であり、主なものは 一般会計２６

億４９９１万１８１３円、国保特別会計６億２９００万６９１３円、介護

保険特別会計（保険事業勘定）３億１７４６万８２４２円、下水道特別会

計９６１７万９３４７円である。 
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エ 財政の状況 

 

 
財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 

25 0.714 89.1 9.1 

24 0.705 91.8 9.6 

23 0.702 89.5 10.2 

22 0.720 88.1 10.6 

           ※２５年度実質公債費比率については岩舟町との合算値 

 

■ 財政力指数 ０．７１４ 

  基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で

あり、これが１を超えるほどに財源に余裕があるとされている（１を超える

と普通交付税の不交付団体となる。） 

 

■ 経常収支比率 ８９．１ 

  市税、地方譲与税、地方交付税を中心とする経常一般財源を義務的な性格の

強い人件費、扶助費、公債費等に充当した割合を示すもので、通常７０～８

０％の間にあり８０％を超えると財政が硬直化しているものとされている。 

 

■ 実質公債費比率 ９．１ 

  財政の健全性を評価するために用いられる指標で、この比率が高いほど、将

来、財政硬直化の一因となるとされている。 

 

上記の結果を見る限り、財政力指数、経常収支比率、実質公債費比率のすべ

てにおいて改善されている。しかしながら、財政の硬直化を示す経常収支比率が

まだ高い数値を示していることから、決して楽観視できる状況ではない。 

今後も、財政自立計画に基づき、計画的、効率的な行財政運営に努め、財政

の弾力性を確保し、行財政の安定化を図られたい。 
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(2) 一般会計 

ア 決算の状況 

歳 入 決 算 額 603 億 1359 万 7955 円 （対予算現額 99.8％） 

歳 出 決 算 額 562 億 9061 万 2555 円 （対予算現額 93.2％） 

歳入歳出差引額 40 億 2298 万 05400 円 （形式収支額） 

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 60,313,597,955 56,643,156,985 

②歳出総額 56,290,612,555 53,426,146,799 

③形式収支額  （①－②） 4,022,985,400 3,217,010,186 

④翌年度へ繰り越すべき財源 335,270,863 115,608,731 

⑤実質収支額  （③－④） 3,687,714,537 3,101,401,455 

⑥前年度実質収支額 3,101,401,455 2,949,501,681 

⑦単年度収支額 （⑤－⑥） 586,313,082 151,899,774 

⑧財政調整基金積立金 1,543,455,926 1,482,338,306 

⑨繰上償還金 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 670,327,000 1,073,289,000 

⑪実質単年度収支額（⑦+⑧+⑨-⑩） 1,459,442,008 560,949,080 

 

  歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は４０億２２９８万５４００

円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源３億３５２７万８６３円を差

し引いた実質収支額は３６億８７７１万４５３７円となっている。 

 

イ 歳入 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 60,414,206,231 56,994,610,586 3,419,595,645 

調 定 額 62,606,492,871 59,005,430,595 3,601,062,276 

収 入 済 額 60,313,597,955 56,643,156,985 3,670,440,970 

不 納 欠 損 額 172,735,798 189,582,572 △16,846,774 

収 入 未 済 額 2,120,159,118 2,172,691,038 △52,531,920 

収 入 率 

( ％ ) 

対 予 算 99.8 99.4 0.4 

対 調 定 96.3 96.0 0.3 
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  決算額は６０３億１３５９万７９５５円で、収入率は、予算現額に対して 

９９．８％、調定額に対して９６．３％となっている。 

歳入の主な構成は、市税１９５億５８８９万３１７５円（３２．４％）、地

方交付税１０１億７６３万６０００円（１６．８％）、市債７７億６９００万

円（１２．９％）、国庫支出金 ６０億４８３６万９７１９円（１０．０％）、

諸収入３８億８６１１万８３８１円（６．４％）、繰越金３２億１７０１万１

８６円（５．３％）、県支出金２９億８５１５万９５１３円（４．９％）、繰

入金２７億６２７３万７３６０円（４．６％）である。 

不納欠損額は１億７２７３万５７９８円であり、その内訳は、市税１億６

９９８万５１５０円、使用料及び手数料１６１万９６５０円、分担金及び負

担金１１３万９９８円である。 

収入未済額は２１億２０１５万９１１８円であり、その内訳は、市税１７

億４５２５万６５１９円、諸収入２億９１１６万９８８７円、使用料及び手

数料７０９１万３８８２円、分担金及び負担金１２８１万８８３０円である。 

 

 【市 税】 

                      （単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 18,287,397,000 18,067,687,000 219,710,000 

調 定 額 21,474,134,844 20,854,555,539 619,579,305 

収 入 済 額 19,558,893,175 18,865,141,508 693,751,667 

不 納 欠 損 額 169,985,150 188,311,712 △18,326,562 

収 入 未 済 額 1,745,256,519 1,801,102,319 △55,845,800 

収 入 率 
対 予 算 107.0 104.4 2.6 

対 調 定 91.1 90.5 0.6 

  債権管理プランに基づいた取組みにより、すべての税において収入率が増加

しており、また、収入未済額及び不納欠損額は減少している。 

市税は歳入の根幹を成すものであるので、今後も徴収手段の強化、積極的な

滞納処分等を行い、市税の一層の増収を図られたい。 

滞納者との交渉にあたっては、記録の作成を徹底し、滞納者の状況を継続

的に観察することが重要である。 

また、長期的な収入率向上にむけた県税事務所との連携強化を進めるとと

もに、債権管理プランに基づく滞納整理による一層の取組みを求める。 
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《科目別収入状況》 

（単位：円、％） 

     年度 

税目 

平成２５年度 平成２４年度 
対前年度増減額 

収入済額 構成比 収入済額 構成比 

市 民 税 8,593,376,518 43.9 7,925,430,109 42.0 667,946,409 

固 定 資 産 税 8,738,569,969 44.7 8,810,774,646 46.7 △72,204,677 

軽 自 動 車 税 270,024,000 1.4 264,387,034 1.4 5,636,966 

市 た ば こ 税 1,076,237,306 5.5 971,545,229 5.1 104,692,077 

鉱 産 税 3,279,400 0.0 3,287,200 0.0 △7,800 

特別土地保有税 0 0.0 0 0.0 0 

入 湯 税 12,850,550 0.1 12,965,500 0.1 △114,950 

都 市 計 画 税 864,555,432 4.4 876,751,790 4.7 △12,196,358 

計 19,558,893,175 100.0 18,865,141,508 100.0 693,751,667 

 

  

市民税, 
8,593,376,518  

固定資産税, 
8,738,569,969  

軽自動車税, 
270,024,000  

市たばこ税, 
1,076,237,306  

都市計画税, 
864,555,432  

科目別収入状況構成図 

市民税 

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

鉱産税 

特別土地保有税 

入湯税 

都市計画税 
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ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 60,414,206,231 56,994,610,586 3,419,595,645 

支 出 済 額 56,290,612,555 53,426,146,799 2,864,465,756 

執 行 率 ( ％ ) 93.2 93.7 △0.5 

翌 年 度 繰 越 額 1,473,681,863 1,064,949,231 408,732,632 

不 用 額 2,649,911,813 2,503,514,556 146,397,257 

 

  決算額は５６２億９０６１万２５５５円であり、予算現額に対して９３．

２％の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、民生費１６０億５３１８万８４４５円（２８．５％）、

総務費１０８億３５７９万２６８９円（１９．２％）、教育費６６億３３１５

万６１円（１１．８％）、土木費５４億９７８５万３５６８円（９．８％）、

衛生費５３億５１８５万１８４４円（９．５％）、公債費４８億８２２２万３

９７１円（８．７％）である。  

繰越額は１４億７３６８万１８６３円であり、主なものは教育費９億２３

８万５０００円、民生費１億９８６５万５０００円、土木費１億８８２３万

９７６３円、農林水産業費１億５８万円、総務費５０８２万２１００円であ

る。 

不用額は２６億４９９１万１８１３円であり、主なものは民生費７億１０

２５万３５５５円、衛生費７億８１１万４１５６円、総務費３億７０５０万

２２１１円、教育費２億９９０５万４３９円、土木費１億７３８２万４４０

０円である。 

 

《目的別構成状況》 

（単位：円、％） 

区 分 
２５年度 ２４年度 

対前年度増減額 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

１ 議 会 費 423,260,497 0.8 427,229,938 0.8 △3,969,441 

２ 総 務 費 10,835,792,689 19.2 7,897,254,823 14.8 2,938,537,866 

３ 民 生 費 16,053,188,445 28.5 15,786,042,600 29.5 267,145,845 

４ 衛 生 費 5,351,851,844 9.5 5,767,306,674 10.8 △415,454,830 

５ 労 働 費 79,400,827 0.1 79,032,439 0.2 368,388 
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６ 農 林 水 産 費 1,286,324,934 2.3 1,529,062,557 2.9 △242,737,623 

７ 商 工 費 3,345,589,012 5.9 2,822,243,073 5.3 523,345,939 

８ 土 木 費 5,497,853,568 9.8 5,045,809,315 9.4 452,044,253 

９ 消 防 費 1,901,976,707 3.4 1,740,077,827 3.3 161,898,880 

１０ 教 育 費 6,633,150,061 11.8 7,394,064,435 13.8 △760,914,374 

１１ 災 害 復 旧 費 0 0.0 6,641,500 0.0 △6,641,500 

１２ 公 債 費 4,882,223,971 8.7 4,931,381,618 9.2 △49,157,647 

１３ 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 

 合 計 56,290,612,555 100.0 53,426,146,799 100.0 2,864,465,756 

 

  目的別に見た歳出の構成比は、民生費２８．５％が最も高く、次いで総務費

１９．２％、教育費 １１．８％、土木費９．８％、衛生費９．５％、公債費

８．７％の順となっており、前年に比べて、総務費、商工費、土木費が増加

しており、災害復旧費が皆減となっている。 

 

  

議会費, 
423,260,497  

総務費, 
10,835,792,689  

民生費, 
16,053,188,445  

衛生費, 
5,351,851,844  

労働費, 
79,400,827  

農林水産費, 
1,286,324,934  

商工費, 
3,345,589,012  

土木費, 
5,497,853,568  

消防費, 
1,901,976,707  

教育費, 
6,633,150,061  

災害復旧費, 0  

公債費, 
4,882,223,971  

目的別状況構成図 

議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

災害復旧費 

公債費 
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(3) 特別会計 
 

国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 166 億 5196 万 7883 円 （対予算現額 97.2％） 

歳 出 165 億 0784 万 9087 円 （対予算現額 96.3％） 

形式収支額 1 億 4411 万 8796 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 16,651,967,883 16,680,267,863 

②歳出総額 16,507,849,087 16,306,183,773 

③形式収支額 （①－②） 144,118,796 374,084,090 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 144,118,796 374,084,090 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 17,136,856,000 16,907,511,000 229,345,000 

調 定 額 18,549,710,064 18,765,488,130 △215,778,066 

収 入 済 額 16,651,967,883 16,680,267,863 △28,299,980 

不 納 欠 損 額 194,442,225 264,961,494 △70,519,269 

収 入 未 済 額 1,703,299,956 1,820,258,773 △116,958,817 

収 入 率 
対 予 算 97.2 98.7 △1.5 

対 調 定 89.8 88.9 0.9 

 

  決算額は１６６億５１９６万７８８３円で、収入率は、予算現額に対して 

９７．２％、調定額に対して８９．８％となっている。 

歳入の主な構成は、国民健康保険税４０億３２１万４４０１円（２４．

０％）、国庫支出金４０億２５７０万３３７０円（２４．２％）、前期高齢者

交付金３４億７７４万１２９０円（２０．５％）、共同事業交付金１８億７３

４３万７１５１円（１１．３％）、繰入金１１億３６６７万４８０５円（６．

８％）である。 
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収入未済額は１７億３２９万９９５６円で、主なものは国民健康保険税で

ある。 

 

《国民健康保険税収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 ２３年度 

予 算 現 額 3,905,757,000 3,938,822,000 4,045,151,000 

調 定 額 5,900,878,273 6,064,284,376 6,243,872,063 

収 入 済 額 4,003,214,401 3,979,064,109 4,063,737,609 

不 納 欠 損 額 194,442,225 264,961,494 191,770,578 

収 入 未 済 額 1,703,221,647 1,820,258,773 1,988,363,876 

収 入 率 
対 予 算 102.5 101.0 100.5 

対 調 定 67.8 65.6 65.1 

 

  国民健康保険税の収入状況をみると、徴収体制の強化に伴い、年々収入率は

増加傾向にあるが、調定額に対する収入率は６７．８％と低く、収入未済額

は１７億３２２万１６４７円となっている。 

  国民健康保険税の収入悪化は、本市の財政運営に大きな影響を与えることと

なる。また、滞納者を放置することは完納者との公平性を欠くこととなるの

で、滞納者への積極的な納税指導を行うとともに、債権管理プランに基づく

滞納整理によりさらなる徴収の強化に努められたい。 

  そのためには、今後も保険担当課と課税担当課・収税担当課による共通認識

のもと、全市的な相互協力による収入率の向上を求める。 

不納欠損額は １億９４４４万２２２５円で、処分は地方税法等の規定に基

づいて適正に処理され、その内容は生活困窮、所在不明等でやむを得ないも

のと認められたが、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損額

の減少に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 17,136,856,000 16,907,511,000 229,345,000 

支 出 済 額 16,507,849,087 16,306,183,773 201,665,314 

執 行 率 ( ％ ) 96.3 96.4 △0.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 629,006,913 601,327,227 27,679,686 

 

  決算額は１６５億７８４万９０８７円で、予算現額に対して９６．３％の執

行率となっている。 

  歳出の主な構成は、保険給付費１０９億９３３６万２０３８円（６６．

６％）、後期高齢者支援金等２２億２３０３万７４９８円（１３．５％）、共

同事業拠出金１７億７８６７万３４５０円（１０．８％）、介護納付金９億７

８８３万８４３円（５．９％）である。 

不用額は６億２９００万６９１３円で、主なものは保険給付費４億２５３

３万９６２円、共同事業拠出金１億１５６９万９５５０円である。 

 

  



19 

 

後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 14 億 5258 万 777 円 （対予算現額 99.8％） 

歳 出 14 億 3773 万 1868 円 （対予算現額 98.8％） 

形式収支額 1484 万 8909 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 1,452,580,777 1,419,316,154 

②歳出総額 1,437,731,868 1,398,126,960 

③形式収支額 （①－②） 14,848,909 21,189,194 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 14,848,909 21,189,194 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,455,160,000 1,418,354,000 36,806,000 

調 定 額 1,461,347,906 1,428,679,714 32,668,192 

収 入 済 額 1,452,580,777 1,419,316,154 33,264,623 

不 納 欠 損 額 1,150,500 1,043,200 107,300 

収 入 未 済 額 7,616,629 8,320,360 △703,731 

収 入 率 
対 予 算 99.8 100.1 △0.3 

対 調 定 99.4 99.3   0.1 

 

  決算額は１４億５２５８万７７７円で、収入率は、予算現額に対して９９．

８％、調定額に対して９９．４％となっている。 

歳入の主な構成は、後期高齢者医療保険料１０億３７９５万９４８１円

（７１．４％）、繰入金３億４９４５万３８００円（２４．１％）である。 

収入未済額７６１万６６２９円は、すべて後期高齢者医療保険料であるが、

滞納者の状況調査に努めるとともに、初期段階での有効な措置を講じ、早期

に解消を図ることを求める。 
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《後期高齢者医療保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 ２３年度 

予 算 現 額 1,038,424,000 1,002,221,000 857,686,000 

調 定 額 1,046,726,610 1,015,137,940 858,244,330 

収 入 済 額 1,037,959,481 1,005,774,380 850,011,830 

不 納 欠 損 額 1,150,500 1,043,200 759,010 

収 入 未 済 額 7,616,629 8,320,360 7,473,490 

収 入 率 
対 予 算 100.0 100.4 99.1 

対 調 定  99.2  99.1 99.0 

 

  後期高齢者医療保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９９．

２％となっており、収入未済額は７６１万６６２９円となっている。 

  後期高齢者医療保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高

いが、一方で普通徴収による滞納が多くを占めており、滞納者を放置するこ

とは完納者との公平性を欠くこととなるので、積極的に納税指導を行うとと

もに、債権管理プランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収

入率の向上を図られたい。 

不納欠損額は１１５万５００円で、処分は高齢者の医療の確保に関する法

律の規定に基づいて適正に処理され、その内容は生活困窮、所在不明等でや

むを得ないものと認められたが、初期段階において有効な措置を講じるなど、

不納欠損額の減少に向けてより一層の取組みを求める。  
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,455,160,000 1,418,354,000 36,806,000 

支 出 済 額 1,437,731,868 1,398,126,960 39,604,908 

執 行 率 ( ％ ) 98.8 98.6 0.2 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 17,428,132 20,227,040 △2,798,908 

 

  決算額は１４億３７７３万１８６８円で、予算現額に対して９８．８％の執

行率となっている。 

  歳出の主な構成は、後期高齢者医療広域連合納付金１３億２１３１万２４９

１円（９１．９％）、総務費７１０２万９６５１円（４．９％）、後期高齢者

健診事業費４３２８万６８２６円（３．０％）である。 

不用額は１７４２万８１３２円で、主なものは総務費９２６万３３４９円、

後期高齢者健診事業費５０６万３１７４円である。 
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介護保険特別会計（保険事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 109 億 6021 万 2555 円 （対予算現額 100.2％） 

歳 出 106 億 2524 万 8758 円 （対予算現額 97.1％） 

形式収支額 3 億 3496 万 3797 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 10,960,212,555 10,311,760,250 

②歳出総額 10,625,248,758 10,085,873,876 

③形式収支額 （①－②） 334,963,797 225,886,374 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 334,963,797 225,886,374 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 10,942,717,000 10,322,244,000 620,473,000 

調 定 額 11,017,202,615 10,368,454,666 648,747,949 

収 入 済 額 10,960,212,555 10,311,760,250 648,452,305 

不 納 欠 損 額 12,266,900 12,209,520 57,380 

収 入 未 済 額 44,723,160 44,484,896 238,264 

収 入 率 
対 予 算 100.2 99.9 0.3 

対 調 定  99.5 99.5 0.0 

 

  決算額は１０９億６０２１万２５５５円で、収入率は、予算現額に対して１

００．２％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、支払基金交付金２８億９９６１万２０００円（２６．

５％）、国庫支出金２４億１５９６万５３８２円（２２．０％）、保険料１９

億８６８８万２３３６円（１８．１％）、繰入金１９億７１４８万４３２１円

（１８．０％）、県支出金１４億５６４３万４４４５円(１３．３％）である。 

収入未済額４４７２万３１６０円はすべて保険料であるが、このまま放置

すると運営に支障を来たすおそれがあるので、滞納者の状況調査に努めると

ともに、初期段階での有効な措置を講じ、早期に解消を図ることを求める。 
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《介護保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 ２３年度 

予 算 現 額 1,969,512,000 1,899,353,000 1,629,375,000 

調 定 額 2,043,872,396 1,965,254,434 1,699,831,110 

収 入 済 額 1,986,882,336 1,908,560,018 1,645,250,576 

不 納 欠 損 額 12,266,900 12,209,520 11,379,330 

収 入 未 済 額 44,723,160 44,484,896 43,201,204 

収 入 率 
対 予 算 100.9 100.5 101.0 

対 調 定  97.2 97.1 96.8 

 

  介護保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９７．２％となっ

ており、収入未済額は４４７２万３１６０円となっている。 

  介護保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、一方

で普通徴収による滞納が多くを占めており、滞納者を放置することは完納者

との公平性を欠くこととなるので、積極的に納税指導を行うとともに、債権

管理プランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上

を図られたい。 

不納欠損額は１２２６万６９００円ですべて保険料である。処分は介護保

険法の規定に基づいて適正に処理され、その内容は生活困窮、所在不明等で

やむを得ないものと認められたが、初期段階において有効な措置を講じるな

ど、不納欠損額の減少に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 10,942,717,000 10,322,244,000 620,473,000 

支 出 済 額 10,625,248,758 10,085,873,876 539,374,882 

執 行 率 ( ％ ) 97.1 97.7 △0.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 317,468,242 236,370,124 81,098,118 

 

  決算額は１０６億２５２４万８７５８円で、予算現額に対して９７．１％の

執行率となっている。 

歳出の主な構成は、保険給付費９８億９０５８万９５５２円（９３．１％）、

総務費３億４６４万１２７０円（２．９％）、地域支援事業費２億６４１７万

９６９７円（２．５％）である。 

不用額は３億１７４６万８２４２円で、主なものは保険給付費２億７１５

０万９４４８円、地域支援事業費２３２４万２３０３円、総務費２１１９万

９７３０円である。 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 4073 万 4625 円 （対予算現額 97.1％） 

歳 出 4033 万 7653 円 （対予算現額 96.2％） 

形式収支額 39 万 6972 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 40,734,625 40,141,825 

②歳出総額 40,337,653 38,940,448 

③形式収支額 （①－②） 396,972 1,201,377 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 396,972 1,201,377 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 41,931,000 41,517,000 414,000 

調 定 額 40,734,625 40,141,825 592,800 

収 入 済 額 40,734,625 40,141,825 592,800 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 97.1 96.7  0.4 

対 調 定 100.0 100.0   0.0 

 

  決算額は４０７３万４６２５円で、収入率は、予算現額に対して９７．１％、

調定額に対して１００．０％となっている。 

歳入の主なものは、サービス収入３４６２万５１８７円(８５．０％）であ

る。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 41,931,000 41,517,000 414,000 

支 出 済 額 40,337,653 38,940,448 1,397,205 

執 行 率 ( ％ ) 96.2 93.8 2.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 1,593,347 2,576,552 △983,205 

 

  決算額は４０３３万７６５３円で、予算現額に対して９６．２％の執行率と

なっている。 

歳出は、すべて事業費である。 

不用額は１５９万３３４７円で、すべて事業費である。 

  この介護サービス事業勘定は、地域包括支援センターによる介護予防支援事 

業を実施するためのものであり、近年の急速な高齢化の進展により、今後、

ますます増大すると見込まれることから、適正な事業実施を図られたい。 
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下水道特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 40 億 5441 万 6371 円 （対予算現額 98.8％） 

歳 出 39 億 2924 万 7953 円 （対予算現額 95.8％） 

形式収支額 1 億 2516 万 8418 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 4,054,416,371 3,974,041,356 

②歳出総額 3,929,247,953 3,889,179,963 

③形式収支額 （①－②） 125,168,418 84,861,393 

④翌年度へ繰り越すべき財源 19,954,200 16,336,500 

⑤実質収支額 （③－④） 105,214,218 68,524,893 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 4,102,608,500 4,012,487,000 90,121,500 

調 定 額 4,098,760,148 4,021,826,667 76,933,481 

収 入 済 額 4,054,416,371 3,974,041,356 80,375,015 

不 納 欠 損 額 9,373,961 5,336,769 4,037,192 

収 入 未 済 額 34,969,816 42,448,542 △7,478,726 

収 入 率 
対 予 算 98.8 99.0 △0.2 

対 調 定 98.9 98.8   0.1 

 

  決算額は４０億５４４１万６３７１円で、収入率は、予算現額に対して９８．

８％、調定額に対して９８．９％となっている。 

歳入の主な構成は 繰入金１８億４２１０万円（４５．４％）、使用料及び

手数料１０億７２６２万８９６０円（２６．４％）、市債６億５９３０万円

（１６．３％）、国庫支出金２億８２２７万３０００円（７．０％）、分担金

及び負担金１億４１１万９３０円（２．６％）である。 

不納欠損額は９３７万３９６１円で、使用料及び手数料５７６万５６１１

円、分担金及び負担金３６０万８３５０円である。 

処分は地方自治法等の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生活
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困窮等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において猶予措置を講

じるなど、不納欠損額の減少に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３４９６万９８１６円で、その主な内訳は、使用料及び手数

料１９２４万３０９６円、分担金及び負担金１５６９万４２０円である。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、個別訪問等によ

る定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促したり、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

また、受益者負担金についても、今後も債権管理プランに基づく滞納整理

に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図られたい。 

なお、普及率が５５．７％と低く、水洗化率も８７．８％という状況にあ

るが、投資効果の高い区域を中心に効率的な整備を行うとともに、未接続世

帯の減少に向けて、水洗化の普及促進により一層の努力を求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 4,102,608,500 4,012,487,000 90,121,500 

支 出 済 額 3,929,247,953 3,889,179,963 40,067,990 

執 行 率 ( ％ ) 95.8 96.9 △1.1 

翌 年 度 繰 越 額 77,181,200 16,336,500 60,844,700 

不 用 額 96,179,347 106,970,537 △10,791,190 

 

  決算額は３９億２９２４万７９５３円で、予算現額に対して９５．８％の執

行率となっている。 

歳出の構成は、公債費１９億７５９０万６６６１円（５０．３％）、公共下

水道費 ９億８０５９万７０９１円（２５．０％）、流域下水道費６億６８１

１万４１８２円（１７．０％）、総務費３億４６３万１９円（７．７％）であ

る。 

不用額は９６１７万９３４７円で、主なものは公共下水道費６２６４万８

２０９円、総務費１５９０万９９８１円、公債費１１１０万２３３９円であ

る。 
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農業集落排水特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 3 億 4468 万 8899 円 （対予算現額 100.6％） 

歳 出 3 億 2843 万 3980 円 （対予算現額  95.8％） 

形式収支額 1625 万 4919 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 344,688,899 344,342,265 

②歳出総額 328,433,980 320,432,661 

③形式収支額 （①－②） 16,254,919 23,909,604 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 16,254,919 23,909,604 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 342,760,000 342,691,000 69,000 

調 定 額 350,672,990 351,447,575 △774,585 

収 入 済 額 344,688,899 344,342,265 346,634 

不 納 欠 損 額 861,557 542,972 318,585 

収 入 未 済 額 5,122,534 6,562,338 △1,439,804 

収 入 率 
対 予 算 100.6 100.5  0.1 

対 調 定  98.3 98.0  0.3 

 

  決算額は３億４４６８万８８９９円で、収入率は、予算現額に対し１００．

６％、調定額に対して９８.３％となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金２億４９１９万５０００円（７２．３％）、使用

料及び手数料６７７１万９３５３円（１９．７％）、繰越金２３９０万９６０

４円（６．９％）である。 

不納欠損額は８６万１５５７円で、使用料及び手数料４５万８２５７円、

分担金及び負担金４０万３３００円である。 

下水道特別会計と同様に、処分は地方自治法の規定に基づいて適正に処理

されたものと認められるが、特定の受益者のための使用料・手数料や分担金
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であるので、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損額の減少

に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は５１２万２５３４円で、その内訳は、分担金及び負担金３２

３万１２２５円、使用料及び手数料 １８９万１３０９円であるが、制度の周

知を徹底し、個別訪問等による定期的な働きかけを行って分納誓約による計

画的な納付を促したり、法的な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ること

を求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 342,760,000 342,691,000 69,000 

支 出 済 額 328,433,980 320,432,661 8,001,319 

執 行 率 ( ％ ) 95.8 93.5 2.3 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 14,326,020 22,258,339 △7,932,319 

 

  決算額は３億２８４３万３９８０円で、予算現額に対して９５．８％の執行

率となっている。 

歳出の構成は、公債費 ２億１４５７万４９１２円（６５．３％）、農業集

落排水事業費 ８６９８万３８４７円（２６．５％）、総務費２６８７万５２

２１円（８．２％）である。 

不用額は１４３２万６０２０円で、主なものは農業集落排水事業費９９５

万１５３円、総務費３３３万２７７９円である。 
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JR 大平下駅前土地区画整理特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 4116 万 5496 円 （対予算現額 100.4％） 

歳 出 4068 万 3819 円 （対予算現額 99.2％） 

形式収支額  48 万 1677 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 41,165,496 82,635,565 

②歳出総額 40,683,819 72,729,108 

③形式収支額 （①－②） 481,677 9,906,457 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 481,677 9,906,457 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 41,000,000 79,200,000 △38,200,000 

調 定 額 41,165,496 82,635,565 △41,470,069 

収 入 済 額 41,165,496 82,635,565 △41,470,069 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 100.4 104.3 △3.9 

対 調 定 100.0 100.0   0.0 

 

  決算額は４１１６万５４９６円であり、予算現額に対して１００．４％、調

定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主な構成は、保留地処分金３１２５万４６３７円（７５．９％）、繰

越金９９０万６４５７円（２４．１％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 41,000,000 79,200,000 △38,200,000 

支 出 済 額 40,683,819 72,729,108 △32,045,289 

執 行 率 ( ％ ) 99.2 91.8 7.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 316,181 6,470,892 △6,154,711 

 

  決算額は４０６８万３８１９円であり、予算現額に対して９９．２％の執行

率となっている。 

歳出は、すべて土地区画整理事業費である。 

不用額は３１万６１８１円で、主なものは土地区画整理事業費 ２２万１１

８１円である。 

  ＪＲ大平下駅前の土地区画整理事業を実施するための特別会計だが、整地事 

業及び換地事業を完了し、今年度をもって終了となる。 
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医療福祉モール特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 556 万 9808 円 （対予算現額 104.3％） 

歳 出 531 万 2192 円 （対予算現額  99.5％） 

形式収支額 25 万 7616 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 5,569,808 143,621,608 

②歳出総額 5,312,192 143,409,831 

③形式収支額 （①－②） 257,616 211,777 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 257,616 211,777 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,340,000 143,618,000 △138,278,000 

調 定 額 5,569,808 143,621,608 △138,051,800 

収 入 済 額 5,569,808 143,621,608 △138,051,800 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 104.3 100.0 4.3 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

  決算額は５５６万９８０８円であり、予算現額に対して１０４．３％、調定

額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金４０２万３０００円（７２．３％）、財産収入１

３３万３０４０円（２３．９％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,340,000 143,618,000 △138,278,000 

支 出 済 額 5,312,192 143,409,831 △138,097,639 

執 行 率 ( ％ ) 99.5 99.9 △0.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 27,808 208,169 △180,361 

 

  決算額は５３１万２１９２円であり、予算現額に対して９９．５％の執行率

となっている。 

歳出の構成は、公債費５０３万８１４２円（９４．８％）、医療福祉モール

事業費２７万４０５０円（５．２％）である。 

  地域医療体制の強化と高齢者福祉の充実を図るための特別会計で、積極的な

施設誘致を進めることにより、今後も地域密着型の診療施設の環境整備を図

られたい。 
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中根産業団地特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 5741 万 6500 円 （対予算現額 100.0％） 

歳 出 5741 万 6500 円 （対予算現額 100.0％） 

形式収支額 0 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２５年度 ２４年度 

①歳入総額 57,416,500 441,598,392 

②歳出総額 57,416,500 441,438,392 

③形式収支額 （①－②） 0 160,000 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 0 160,000 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 57,417,000 615,299,000 △557,882,000 

調 定 額 57,416,500 441,598,392 △384,181,892 

収 入 済 額 57,416,500 441,598,392 △384,181,892 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 100.0 71.8 28.2 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

  決算額は５７４１万６５００円であり、予算現額に対して１００．０％、調

定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主なものは、財産収入５７２５万６５００円（９９．７％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２５年度 ２４年度 対前年度増減 

予 算 現 額 57,417,000 615,299,000 △557,882,000 

支 出 済 額 57,416,500 441,438,392 △384,021,892 

執 行 率 ( ％ ) 100.0 71.7 28.3 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 500 173,860,608 △173,860,108 

 

  決算額は５７４１万６５００円であり、予算現額に対して１００．０％の執

行率となっている。 

歳出はすべて産業団地造成事業費である。 

  藤岡地域の産業団地造成事業を実施するための特別会計だが、産業団地造成

事業及び企業誘致を完了し、今年度をもって終了となる。 
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(4) 財産に関する調書について 

 

    財産に関する調書について、当年度の異動を中心に審査したところ、調書の

内容に誤りはなく、計数も正確であると認められた。 

 

ア 公有財産（行政財産） 

   土地及び建物 
   土地の現在高は 3,695,511.885 ㎡、建物の現在高は 534,962.807 ㎡である。 
   増加した主なものは、土地については、とちぎメディカルセンター建設用 

地 11,806.92 ㎡、建物については、万町地内の見世蔵 188.41 ㎡である。 
減少した主なものは、土地については、旧栃木中央小学校敷地 14,545.83 

㎡（普通財産へ）である。 
                    

イ 公有財産（普通財産） 
 （ｱ）土地及び建物    
   土地の現在高は 810,108.297 ㎡、建物の現在高は 10,661.495 ㎡である。 
   増加した主なものは、土地については、旧栃木中央小学校敷地 14,545.83 

㎡（行政財産から）、建物については、旧栃木中央小学校の旧校舎 
6,859.125 ㎡である。 

    

 （ｲ）山    林 

      山林の現在高は 617,339 ㎡、立木推定蓄積量は 6,673ｍ3である。 

日光杉並木オーナー制度の並木杉は５本である。 

    

 （ｳ）有価証券 

      現在高は１４５５万円であり、内訳はケーブルテレビ株式会社１０５０万

円、栃木ガス株式会社４０５万円となっている。 

 

 （ｴ）無体財産権 

      現在高は３件であり、内訳は「とち介」の著作権、「こなら娘」・「桜おと

め」の商標権となっている。 

 

 （ｵ）出資による権利 

      現在高は９億４９５５万９千円であり、主なものは栃木県信用保証協会出

捐金４０９９万１千円、栃木市水道事業出資金（旧藤岡町水道事業出資金

２５８０万円、旧西方町水道事業出資金５億１４２４万４千円、寺尾地区
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簡易水道事業出資金２億３０００万円）、(一財)藤岡町農業公社出捐金２０

００万円、(一財)都賀町農業公社出捐金２０００万円である。 

 

ウ 物      品 

取得価格５０万円以上の備品は、 車両類（乗用車、特殊車両等）３８４ 

点を含む合計１４３８点となっている。 

 

エ 債      権 

     現在高は２億２７６２万４２６５円であり、内訳は 市土地開発公社資金

貸付金１億７０００万円、老人保健施設整備貸付金２１４９万円、住宅新

築資金等貸付金１９５１万５５８６円、高額療養費貸付原資１０００万円、

旧栃木市職員厚生会返還金６６１万８６７９円となっている。 

 

オ 基      金 

     栃木市土地開発基金ほか２８基金が設置され、その内訳は、現金１５１億

６３４４万１０８１円、貸付金７２１５万９６４４円、印紙等４５４万３

６４０円、不動産（土地）3,084 ㎡である。 

主なものは 栃木市財政調整基金７４億１４２８万４８０５円、栃木市減

債基金２７億３３７万９６１９円、栃木市地域医療対策基金１４億２０３

１万８３０５円、栃木市庁舎建設基金８億２０００万１３０９円である。 
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(5) 運用基金の状況について 

 

    各運用基金は、それぞれの設置目的にそって運用されており、その経理及び

現金等の保管は適正に行われ、かつ、基金の運用状況調書の計数は、関係諸

帳簿と符合し、正確であると認められた。 

なお、貸付及び回収には十分留意し、公正かつ効率的な運用に努められた

い。 

 

ア 土地開発基金 

当年度の運用状況を見ると、収入が６０１１万７９０７円（前年度繰越

額６０１１万３５８８円、利子等４３１９円）、支出は０円である。 

年度末現在の基金額は６０１１万７９０７円となっている。 

 

なお、土地開発基金の廃止や土地開発公社の解散については、現在訴訟

中の案件が存在することをふまえ、現段階では、現状における問題点を整

理した上で、基金や公社の今後の在り方について充分に検討されたい。 

 

イ 印紙等購買基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が３５６０万３５６

０円（前年度繰越額３４９万６８００円、印紙等売捌額 ３２１０万６７６

０円）、支出は 印紙等購入額３２１４万７２００円であり、印紙等につい

ては、収入が３６６５万４００円（前年度繰越額４５０万３２００円、印

紙等購入額 ３２１４万７２００円）、支出は 印紙等売捌額３２１０万６７

６０円である。 

年度末現在の基金額は８００万円であり、内訳は現金３４５万６３６０

円、印紙等４５４万３６４０円となっている。 

 

ウ 保護費即時払基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が１１９６万７９５

８円（前年度繰越額６７万７０６５円、貸付金回収額１１２９万８９３円）、

支出は 貸付金１１９６万１９７７円であり、貸付金については、収入が１

２２８万４９１２円（前年度繰越額３２万２９３５円、貸付額１１９６万

１９７７円）、支出は貸付金回収額１１２９万８９３円である。 

年度末現在の基金額は１００万円であり、内訳は現金５９８１円、貸付

金９９万４０１９円となっている。 
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エ 奨学基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が５３５３万７０１

８円（前年度繰越額３３５１万４２６８円、貸付金回収額８６２万２７５

０円、一般会計繰入金１１４０万円）、支出は 貸付金８７５万４０００円

であり、貸付金については、収入が７９７８万８３７５円（前年度繰越額

７１０３万４３７５円、貸付額８７５万４０００円）、支出は貸付金回収額

８６２万２７５０円である。 

年度末現在の基金額は １億１５９４万８６４３円であり、内訳は 現金 

４４７８万３０１８円、貸付金７１１６万５６２５円となっている。 
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